
ファイル名:0000000_1_0693747002611.doc 更新日時:2016/09/29 17:45:00 印刷日時:16/10/04 10:49 

 

四半期報告書の訂正報告書 
 

第67期第２四半期 

 

 

 

 

 

 

 



ファイル名:0000000_3_0693747002611.doc 更新日時:2016/09/30 18:42:00 印刷日時:16/10/04 10:49 

 

 

 
 

四半期報告書の訂正報告書
 

１ 本書は四半期報告書の訂正報告書を金融商品取引法第27条の30の２に

規定する開示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目

次及び頁を付して出力・印刷したものであります。 

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書の訂正報告書に添

付された四半期レビュー報告書を末尾に綴じ込んでおります。 

 

 
 



ファイル名:0000000_4_0693747002611.doc 更新日時:2016/10/04 10:49:00 印刷日時:16/10/04 10:49 

目      次 

 

頁

第67期 四半期報告書の訂正報告書 

【表紙】 …………………………………………………………………………………………………………１ 

１ 【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】………………………………………………………………２ 

２ 【訂正事項】…………………………………………………………………………………………………２ 

３ 【訂正箇所】…………………………………………………………………………………………………２ 

第一部 【企業情報】…………………………………………………………………………………………３ 

第１ 【企業の概況】………………………………………………………………………………………３ 

１ 【主要な経営指標等の推移】……………………………………………………………………３ 

２ 【事業の内容】……………………………………………………………………………………３ 

第２ 【事業の状況】………………………………………………………………………………………４ 

１ 【事業等のリスク】………………………………………………………………………………４ 

２ 【経営上の重要な契約等】………………………………………………………………………４ 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】……………………………４ 

第３ 【提出会社の状況】…………………………………………………………………………………７ 

１ 【株式等の状況】…………………………………………………………………………………７ 

２ 【役員の状況】……………………………………………………………………………………９ 

第４ 【経理の状況】………………………………………………………………………………………10 

１ 【四半期連結財務諸表】…………………………………………………………………………11 

２ 【その他】…………………………………………………………………………………………21 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】…………………………………………………………………22 

 

四半期レビュー報告書 



  

  

【表紙】   

【提出書類】 四半期報告書の訂正報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第４項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成28年９月15日 

【四半期会計期間】 第67期第２四半期（自 平成26年７月１日 至 平成26年９月30日） 

【会社名】 株式会社パスコ 

【英訳名】 PASCO CORPORATION 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 古 川 顕 一 

【本店の所在の場所】 東京都目黒区東山一丁目１番２号 

【電話番号】 03(5722)7600(代表) 

【事務連絡者氏名】 取締役 経営管理部長 重 盛 政 志 

【最寄りの連絡場所】 東京都目黒区東山一丁目１番２号 

【電話番号】 03(5722)7600(代表) 

【事務連絡者氏名】 取締役 経営管理部長 重 盛 政 志 

【縦覧に供する場所】 株式会社パスコ さいたま支店 ※ 

  (さいたま市見沼区東大宮四丁目74番６号(OSセンタービル)) 

  株式会社パスコ 千葉支店 ※ 

  (千葉市美浜区中瀬一丁目７番１号 

(住友ケミカルエンジニアリングセンタービル)) 

  株式会社パスコ 横浜支店 ※ 

  (横浜市中区山下町223番１号(NU関内ビル)) 

  株式会社パスコ 中部事業部 

  (名古屋市中区錦二丁目２番13号(名古屋センタービル)) 

  株式会社パスコ 関西事業部 

  (大阪市浪速区湊町一丁目２番３号(マルイト難波ビル)) 

  株式会社パスコ 神戸支店 ※ 

  (神戸市中央区磯上通四丁目１番６号(シオノギ神戸ビル)) 

  株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

  (注) ※印は金融商品取引法の規定による縦覧に供する場所ではありま

せんが、投資家の便宜のため縦覧に供する場所としております。 
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１ 【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】 

当社は、平成28年７月頃、当社の衛星事業部において不適切な会計処理が行われていた可能性があると当社社員か

らの報告を受け、当社は内部調査を実施するとともに、調査の独立性を確保し、専門的および客観的な見地からの調

査分析、再発防止の立案等を目的とした、当社と利害関係のない社外の弁護士および公認会計士から構成される社内

調査委員会を平成28年８月３日付で設置いたしました。 

社内調査委員会の調査・検証により過年度において本来請負案件の原価に計上すべき費用を、客観的には実態のな

い投資案件のソフトウエア仮勘定に計上することにより、原価を不当に繰り延べることの他、工事進行基準における

計画原価を不当に低減させ利益を前倒し計上する等の不適切な会計処理が行われていたことが判明いたしました。 

これにより、同委員会による調査結果報告等を受け、当社は、過去における決算の訂正を行うことといたしまし

た。なお、当該訂正に際しては、衛星事業部の不適切な会計処理に関する訂正に加え、過去において重要性がないた

め訂正を行っていない誤謬等についても併せて訂正しております。 

これらの決算訂正により、平成26年11月14日に提出いたしました第67期第２四半期（自 平成26年７月１日 至

平成26年９月30日）に係る四半期報告書の一部を訂正する必要が生じましたので、金融商品取引法第24条の４の７第

４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出するものであります。 

なお、訂正後の連結財務諸表については、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けており、四半期レ

ビュー報告書を添付しております。 

  

２ 【訂正事項】 

第一部 企業情報 

第１ 企業の概況 

１ 主要な経営指標等の推移 

第２ 事業の状況 

３ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 

第４ 経理の状況 

１ 四半期連結財務諸表 

  

３ 【訂正箇所】 

訂正箇所は  を付して表示しております。なお、訂正箇所が多数に及ぶことから、訂正箇所を含め訂正後のみ全

文を記載しております。 
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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

  

２ 【事業の内容】 

当第２四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社に異動はありません。 

  

回次 
第66期 

第２四半期 
連結累計期間 

第67期 
第２四半期 
連結累計期間 

第66期 

会計期間 
自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日

自 平成26年４月１日 
至 平成26年９月30日 

自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

売上高 (千円) 23,440,494 23,522,981 54,249,422 

経常利益 (千円) 622,654 268,338 2,548,201 

四半期(当期)純利益 (千円) 240,509 3,619 1,112,368 

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 814,082 △149,456 2,023,020 

純資産額 (千円) 13,985,262 14,376,874 15,201,149 

総資産額 (千円) 56,468,061 55,416,286 69,850,384 

１株当たり四半期(当期) 
純利益金額 

(円) 3.33 0.05 15.40 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) ─ ─ ― 

自己資本比率 (％) 23.8 24.9 20.9 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 8,545,165 11,065,955 2,235,016 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △1,483,232 △1,284,612 △4,807,231 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △8,961,275 △12,480,454 2,025,720 

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(千円) 6,990,224 5,831,619 8,565,533 
 

回次 
第66期 

第２四半期 
連結会計期間 

第67期 
第２四半期 
連結会計期間 

会計期間 
自 平成25年７月１日
至 平成25年９月30日

自 平成26年７月１日 
至 平成26年９月30日 

１株当たり四半期純利益金額 (円) 4.60 5.15 
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第２ 【事業の状況】 

  

  

１ 【事業等のリスク】 

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

(1)業績の状況 

当第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日：以下「当累計期間」）の我が国経済は、政

府や日銀の各種政策の効果から企業収益の改善や設備投資の増加、雇用情勢の改善が進む一方、消費税率引き上げに

伴う駆け込み需要の反動減や、夏場の天候不順の影響、外需の伸び悩みなどから不透明な状況で推移しました。 

 このような中にあって当社グループは、国内部門における公共部門においては、減災・防災に資する取り組みを行

っており、都市開発や防災、BIM（ビルディングインフォメーションモデル）などに活用が期待される超高精度の３次

元都市空間モデルの作成を進めております。この３次元モデルの基礎データにもなるMMS（モービルマッピングシステ

ム）による空間情報の収集を加速させ、道路や橋梁、トンネルといった公的な社会資本施設の維持管理分野での活用

を推進しております。災害発生時などに機動的な撮影が行えるPALS（携帯型斜め写真撮影システム）の撮影サービス

提供にも注力しており、特に豪雨災害や噴火災害発生時には、行政等の関係機関へ迅速に各種の情報を提供いたしま

した。また、地方自治体向けの災害対応や個人情報の保護に配慮した安全なネットワークである「LGWAN（広域行政情

報ネットワーク）」を活用したクラウドサービスの提供を拡大させております。国内部門における民間部門において

は、プローブデータを活用した商圏分析サービス、物流の効率化を提供するロジスティクスサービス、事業継続計画

（BCP）策定支援、災害時の初動体制の迅速な確立を支援する企業防災サービスの提供に注力し、低コストで信頼性と

安全性の高いGIS（地理情報システム）クラウドの利用を推進しております。このほか、当社の空間情報技術を活用し

た新サービス「災害リスク情報サービスDR-Info（ディーアールインフォ）」の提供を開始しました。本サービスは首

都直下型地震や南海トラフ地震に代表される全国的な地震リスクや、台風・ゲリラ豪雨、土砂災害などの気候変動に

よる災害リスクの脅威に備えるため、事前対策に必要な情報を提供するもので、異常気象発生時の対応検討や大規模

災害への備えに活用いただけます。海外部門においては、中東地域での国土基盤地図作成プロジェクトが拡大してお

ります。また、従来の国土基盤地図や森林計測などの事業に加え、道路・上下水道の維持管理や都市の情報基盤整備

など、インフラ・システムの輸出に努めており、新興国における業容の拡大や航空機SAR（合成開口レーダー）による

新たな市場の開拓を企図し、事業体制・生産体制の整備を進めております。 

 これらの事業活動の結果、各部門の受注・売上の実績は次のとおりです。 

 国内部門（公共・民間）における当累計期間の受注高は、公共部門は道路維持管理、公共施設管理関連の受注は堅

調だったものの、一部の受注が翌四半期以降に遅れたこと、および昨年度大幅に増加した計測等の発注量が減少した

ことから前年同期比4,326百万円減少（同13.7％減）の27,156百万円、民間部門は前年同期比36百万円増加（同1.1％

増）の3,237百万円となり、国内部門合計では前年同期比4,290百万円減少（同12.4％減）の30,394百万円となりまし

た。国内部門売上高は前年同期比416百万円増加（同2.0％増）の21,135百万円、受注残高は前年同期比2,430百万円減

少(同8.6％減）の25,725百万円となりました。 
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海外部門における当累計期間の受注高は、当社の受注が堅調であったことから前年同期比195百万円増加（同4.7％

増）の4,330百万円となりました。売上高は、当社の海外部門で、当期受注の大型物件が進捗したことにより前年同期

比143百万円増加（同21.1％増）したものの、前期末に連結子会社より持分法適用会社へ異動したBASE 

AEROFOTOGRAMETRIA E PROJETOS S.A.の影響により、海外部門合計では前年同期比333百万円減少（同12.3％減）の

2,387百万円、受注残高は前年同期比585百万円増加（同15.4％増）の4,386百万円となりました。 

 全体の当累計期間の受注高は前年同期比4,095百万円減少（同10.5％減）の34,725百万円、売上高は前年同期比82百

万円増加（同0.4％増）の23,522百万円、受注残高は前年同期比1,845百万円減少（同5.8％減）の30,112百万円となり

ました。 

 利益面につきまして、国内部門、海外部門共に、生産工程管理の充実を図るための体制整備を行うなど品質向上並

びにコスト削減に努めて参りましたが、民間部門の売上原価率は改善したものの、海外部門の一部の子会社における

天候不順の影響などにより、全体の売上原価率が前年同期比で1.7ポイント上昇し、全体の売上総利益は前年同期比

7.0％減の5,224百万円となりました。 

 営業損益は、販売費及び一般管理費が前年同期より11百万円増加し、232百万円の営業利益（前年同期635百万円の

利益）となりました。経常損益は前年同期比で営業債権等に係る貸倒引当金の戻入益が50百万円減少しましたが、為

替の影響により前期の為替差損から為替差益に23百万円転じたことや、受取利息及び配当金が16百万円増加したこと

などから、268百万円の経常利益（前年同期622百万円の利益）となりました。四半期純損益は、法人税等236百万円、

少数株主利益19百万円の計上により3百万円の純利益（前年同期240百万円の純利益）となりました。 

  

（生産、受注及び販売の状況） 

当第２四半期連結累計期間における空間情報サービス事業の受注高、売上高の状況をセグメントごとに示すと下

記のとおりです。なお、主要顧客である官公庁への納品が３月末に集中することから、当社の収益は期末へ向けて

増加する傾向にあります。 

  

当第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日～平成26年９月30日）               

① 受注実績 

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 
  

② 売上実績 

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

 

      （単位：百万円／前年同期比：％） 

  
第２四半期連結 
会計期間受注高 

第２四半期連結 
累計期間受注高 

前年 
同期比

受注残高 
前年 
同期比

国内部門 13,588 30,394 △12.4 25,725 △8.6 

 公共部門 11,900 27,156 △13.7 21,554 △10.7 

 民間部門 1,688 3,237 1.1 4,170 3.7 

海外部門 1,363 4,330 4.7 4,386 15.4 

合計 14,952 34,725 △10.6 30,112 △5.8 
 

  （単位：百万円／前年同期比：％） 

  
第２四半期連結 
会計期間売上高 

第２四半期連結 
累計期間売上高 

前年 
同期比

国内部門 12,023 21,135 2.0 

 公共部門 10,522 18,410 0.9 

 民間部門 1,500 2,725 9.9 

海外部門 1,129 2,387 △12.3 

合計 13,152 23,522 0.4 
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(2)財政状態の状況 

当第２四半期連結会計期間末における資産合計は55,416百万円となり、前連結会計年度末（以下「前期末」）より

14,434百万円減少しました。その主な要因は当累計期間に前期末営業債権の多くが回収されたことから「受取手形及

び売掛金」が前期末より11,518百万円減少し、流動資産が前期末より13,441百万円減少したことによります。 

 負債合計は前期末比13,609百万円減少し、41,039百万円となりました。その主な要因は「支払手形及び買掛金」が

709百万円減少、上記の債権の回収資金で借入金を返済したことにより「短期借入金」が11,429百万円減少し、税金の

納付により「未払法人税等」が766百万円減少したことによります。 

 純資産合計は前期末より824百万円減少し、14,376百万円となりました。その主な要因は「その他有価証券評価差額

金」が48百万円増加、「退職給付に係る調整累計額」が21百万円増加しましたが、「為替換算調整勘定」が219百万円

減少、剰余金の配当650百万円および四半期純利益3百万円によります。 

  

(3)キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」）は、前年同四半期連結累計期間に比

べ1,158百万円減少し、5,831百万円となりました。 

 なお、前連結会計年度に比べ2,733百万円減少しております。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の回収による減少11,276百万円などにより、11,065百万円の

資金の増加（前年同期は8,545百万円の資金の増加）となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出1,350百万円などによ

り、1,284百万円の資金の減少（前年同期は1,483百万円の資金の減少）となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、短期及び長期借入金の調達等（純額）11,423百万円の減少や配当金の

支払額650百万円などにより、12,480百万円の資金の減少（前年同期は8,961百万円の資金の減少）となりまし

た。 

  

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結累計期間において事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はあ

りません。 

  

(5)研究開発活動 

当第２四半期連結累計期間における研究開発費の実績額は549百万円であります。 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 200,030,995 

計 200,030,995 
 

種類 
第２四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(平成26年９月30日) 

提出日現在発行数(株) 
(平成26年11月14日) 

上場金融商品取引所名 
又は登録認可金融商品 

取引業協会名 
内容 

普通株式 73,851,334 73,851,334 
東京証券取引所 
市場第一部 

単元株式数 
1,000株 

計 73,851,334 73,851,334 ― ― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式 
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高 
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

平成26年９月30日 ― 73,851 ― 8,758,481 ― 425,968 
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(6) 【大株主の状況】 

平成26年９月30日現在 

(注) １ 当社は自己株式1,518千株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合2.06％）を所有しております。 

２ 日本マスタートラスト信託銀行㈱の持株数1,927千株は、全て信託口のものであります。 

３ 日本トラスティ・サービス信託銀行㈱の持株数は、信託口分639千株、信託口1分207千株、信託口2分198千

株、信託口3分190千株、信託口4分36千株、信託口5分195千株、信託口6分199千株であります。 

４ 資産管理サービス信託銀行㈱の持株数は、年金信託口分93千株、年金特金口分169千株、信託Ａ口分81千

株、証券投資信託口分38千株、信託Ｂ口分326千株、金銭信託課税口分17千株であります。 

５ 三菱UFJ信託銀行㈱及び㈱三菱東京UFJ銀行は㈱三菱UFJフィナンシャル・グループの完全子会社であり、当

社は㈱三菱UFJフィナンシャル・グループの株式を918千株（出資比率0.01％）所有しております。 

  

 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

セコム㈱ 東京都渋谷区神宮前１－５－１ 51,584 69.85 

日本マスタートラスト信託銀行㈱ 東京都港区浜松町２－11－３ 1,927 2.61 

日本トラスティ・サービス 
信託銀行㈱ 

東京都中央区晴海１－８－11 1,664 2.25 

㈱東京放送ホールディングス 東京都港区赤坂５－３－６ 750 1.02 

資産管理サービス信託銀行㈱ 東京都中央区晴海１－８－12 724 0.98 

三菱電機㈱ 東京都千代田区丸の内２－７－３ 557 0.75 

パスコ社員持株会 東京都目黒区東山１－１－２ 514 0.70 

三菱UFJ信託銀行㈱ 東京都千代田区丸の内１－４－５ 451 0.61 

CBLDN KIA FUND 136 
（常任代理人 シティバンク銀行㈱） 

東京都新宿区新宿６－27－30 445 0.60 

㈱三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 432 0.58 

計 ― 59,049 79.96 
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(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成26年９月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の「株式数(株)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1千株(議決権1個)

含まれております。 

   ２ 「単元未満株式」には、当社所有の自己株式 634株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成26年９月30日現在 

  

２ 【役員の状況】 

該当事項はありません。 

  

 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 1,518,000 

― ― 

  
(相互保有株式) 
普通株式  120,000 

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 70,873,000 70,873 ― 

単元未満株式 普通株式  1,340,334 ― 一単元(1,000株)未満の株式 

発行済株式総数 73,851,334 ― ― 

総株主の議決権 ― 70,873 ― 
 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式)           

㈱パスコ 
東京都目黒区東山 
１－１－２ 

1,518,000 ― 1,518,000 2.06 

(相互保有株式)           

㈱ＧＩＳ関東 
埼玉県さいたま市見沼区 
東大宮４－74－６ 

98,000 ― 98,000 0.13 

(相互保有株式)           

㈱ＧＩＳ東北 
宮城県仙台市宮城野区 
名掛丁128 

22,000 ― 22,000 0.03 

計 ― 1,638,000 ― 1,638,000 2.22 
 

― 9 ―



第４ 【経理の状況】 

  

１  四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、第２四半期連結会計期間（平成26年７月１日から平成26年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平

成26年４月１日から平成26年９月30日まで）は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改

正する内閣府令」（平成26年３月28日内閣府令第22号）附則第７条第２項により、第20条及び第22条第３号について

は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。比較情報については、改正前の四半期連結財務

諸表規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成26年７月１日から平成

26年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。 

また、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出しておりますが、

訂正後の四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。 
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１ 【四半期連結財務諸表】 

(1) 【四半期連結貸借対照表】 

  

                      (単位：千円) 

                    
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成26年９月30日) 

資産の部    

  流動資産    

    現金及び預金 8,707,302 5,964,894 

    受取手形及び売掛金 32,229,582 20,711,320 

    仕掛品 765,261 299,308 

    その他のたな卸資産 ※1  189,851 ※1  178,366 

    その他 3,418,381 4,680,886 

    貸倒引当金 △363,852 △329,922 

    流動資産合計 44,946,526 31,504,853 

  固定資産    

    有形固定資産    

      建物及び構築物 5,572,188 5,592,402 

        減価償却累計額 △2,676,151 △2,760,369 

        建物及び構築物（純額） 2,896,036 2,832,032 

      土地 5,649,485 5,649,485 

      リース資産 571,167 546,514 

        減価償却累計額 △428,235 △430,077 

        リース資産（純額） 142,932 116,436 

      建設仮勘定 441,572 148,368 

      その他 12,917,591 13,539,112 

        減価償却累計額 △6,676,038 △7,201,282 

        その他（純額） 6,241,553 6,337,829 

      有形固定資産合計 15,371,580 15,084,152 

    無形固定資産    

      のれん 98,429 86,927 

      その他 5,443,442 5,590,704 

      無形固定資産合計 5,541,872 5,677,631 

    投資その他の資産    

      投資有価証券 1,286,912 1,349,709 

      破産更生債権等 193,354 176,749 

      その他 3,071,046 2,175,201 

      貸倒引当金 △560,908 △552,010 

      投資その他の資産合計 3,990,405 3,149,648 

    固定資産合計 24,903,858 23,911,432 

  資産合計 69,850,384 55,416,286 
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                      (単位：千円) 

                    
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成26年９月30日) 

負債の部    

  流動負債    

    支払手形及び買掛金 4,341,679 3,632,351 

    短期借入金 23,052,800 11,623,137 

    リース債務 58,192 45,314 

    未払法人税等 1,167,473 400,896 

    賞与引当金 485,594 1,055,639 

    役員賞与引当金 12,500 － 

    工事損失引当金 1,126,830 539,498 

    契約損失引当金 351,753 － 

    その他 4,484,595 4,420,962 

    流動負債合計 35,081,418 21,717,800 

  固定負債    

    長期借入金 18,148,560 18,136,471 

    リース債務 49,637 37,080 

    退職給付に係る負債 684,543 587,746 

    その他 685,073 560,314 

    固定負債合計 19,567,815 19,321,611 

  負債合計 54,649,234 41,039,411 

純資産の部    

  株主資本    

    資本金 8,758,481 8,758,481 

    資本剰余金 388,801 192 

    利益剰余金 5,300,229 5,036,464 

    自己株式 △517,384 △525,222 

    株主資本合計 13,930,127 13,269,916 

  その他の包括利益累計額    

    その他有価証券評価差額金 101,570 149,766 

    為替換算調整勘定 586,374 366,738 

    退職給付に係る調整累計額 △35,906 △14,195 

    その他の包括利益累計額合計 652,038 502,309 

  少数株主持分 618,983 604,648 

  純資産合計 15,201,149 14,376,874 

負債純資産合計 69,850,384 55,416,286 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第２四半期連結累計期間】 

  

                      (単位：千円) 

                    前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

売上高 23,440,494 23,522,981 

売上原価 17,825,022 18,298,791 

売上総利益 5,615,471 5,224,190 

販売費及び一般管理費 ※1  4,979,927 ※1  4,991,226 

営業利益 635,544 232,964 

営業外収益    

  受取利息及び配当金 20,360 36,974 

  受取賃貸料 63,440 71,728 

  持分法による投資利益 6,049 433 

  貸倒引当金戻入額 51,256 934 

  為替差益 － 16,746 

  雑収入 41,864 60,816 

  営業外収益合計 182,971 187,633 

営業外費用    

  支払利息 92,751 91,058 

  賃貸費用 39,623 48,751 

  為替差損 6,825 － 

  雑支出 56,660 12,449 

  営業外費用合計 195,861 152,259 

経常利益 622,654 268,338 

特別利益    

  固定資産売却益 414 21 

  投資有価証券売却益 － 11,347 

  特別利益合計 414 11,368 

特別損失    

  固定資産除売却損 6,371 7,466 

  投資有価証券評価損 2,810 － 

  特別退職金 － 12,392 

  特別損失合計 9,181 19,858 

税金等調整前四半期純利益 613,887 259,848 

法人税、住民税及び事業税 782,653 399,075 

法人税等調整額 △398,660 △162,419 

法人税等合計 383,993 236,656 

少数株主損益調整前四半期純利益 229,894 23,191 

少数株主利益又は少数株主損失（△） △10,615 19,571 

四半期純利益 240,509 3,619 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第２四半期連結累計期間】 

  

                      (単位：千円) 

                    前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 229,894 23,191 

その他の包括利益    

  その他有価証券評価差額金 68,308 48,196 

  為替換算調整勘定 509,226 △240,825 

  退職給付に係る調整額 ― 21,710 

  持分法適用会社に対する持分相当額 6,652 △1,729 

  その他の包括利益合計 584,188 △172,647 

四半期包括利益 814,082 △149,456 

（内訳）    

  親会社株主に係る四半期包括利益 759,287 △146,109 

  少数株主に係る四半期包括利益 54,794 △3,346 
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

                    (単位：千円) 

                    前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

  税金等調整前四半期純利益 613,887 259,848 

  減価償却費 1,180,774 1,442,053 

  のれん償却額 5,890 6,041 

  長期前払費用償却額 134,150 203,054 

  貸倒引当金の増減額（△は減少） △103,206 △42,775 

  賞与引当金の増減額（△は減少） 540,409 570,045 

  役員賞与引当金の増減額（△は減少） △12,500 △12,500 

  退職給付引当金の増減額（△は減少） △147,036 － 

  退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － △67,480 

  その他の引当金の増減額（△は減少） 191,289 △565,762 

  受取利息及び受取配当金 △20,360 △36,974 

  支払利息 92,751 91,058 

  持分法による投資損益（△は益） △6,049 △433 

  為替差損益（△は益） △7,542 △28,714 

  固定資産除売却損益（△は益） 5,957 7,445 

  売上債権の増減額（△は増加） 9,628,475 11,276,186 

  たな卸資産の増減額（△は増加） △293,481 480,470 

  仕入債務の増減額（△は減少） △1,292,886 △697,340 

  未払又は未収消費税等の増減額 △167,091 187,044 

  未払費用の増減額（△は減少） 242,636 134,682 

  長期未払金の増減額（△は減少） 9,927 △15,141 

  その他 △1,113,638 △917,575 

  小計 9,482,355 12,273,231 

  利息及び配当金の受取額 15,803 35,498 

  利息の支払額 △89,557 △89,349 

  法人税等の支払額 △863,435 △1,153,424 

  営業活動によるキャッシュ・フロー 8,545,165 11,065,955 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

  定期預金の預入による支出 △24,075 － 

  定期預金の払戻による収入 － 350,000 

  有形固定資産の取得による支出 △1,170,804 △769,620 

  有形固定資産の売却による収入 578,566 79 

  無形固定資産の取得による支出 △836,356 △580,444 

  投資有価証券の売却による収入 － 11,347 

  長期前払費用の取得による支出 △49,290 △10,634 

  貸付けによる支出 △38,380 △904,587 

  貸付金の回収による収入 56,498 638,940 

  その他 609 △19,693 

  投資活動によるキャッシュ・フロー △1,483,232 △1,284,612 
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                      (単位：千円) 

                    前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー     

  短期借入金の純増減額（△は減少） △8,299,695 △11,405,138 

  長期借入金の返済による支出 △18,051 △17,969 

  ファイナンス・リース債務の返済による支出 △60,817 △35,916 

  自己株式の取得による支出 △6,667 △8,285 

  自己株式の売却による収入 － 640 

  
連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得
による支出 

－ △351,753 

  少数株主からの払込みによる収入 2,136 － 

  配当金の支払額 △578,181 △650,071 

  少数株主への配当金の支払額 － △11,960 

  財務活動によるキャッシュ・フロー △8,961,275 △12,480,454 

現金及び現金同等物に係る換算差額 302,575 △34,802 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,596,766 △2,733,914 

現金及び現金同等物の期首残高 8,586,991 8,565,533 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  6,990,224 ※1  5,831,619 
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【注記事項】 

（会計方針の変更） 

企業結合に関する会計基準等 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」と

いう。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第7号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計

基準」という。）等が平成26年４月１日以後開始する連結会計年度の期首から適用できることになったことに伴

い、第１四半期連結会計期間よりこれらの会計基準等（ただし、連結会計基準第39項に掲げられた定めを除

く。）を適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上

するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更いたしました。また、第

１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配

分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更いたしま

す。 

 企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58-2項(3)、連結会計基準第44-5項(3)及び事業分

離等会計基準第57-4項(3)に定める経過的な取扱いに従っており、過去の期間のすべてに新たな会計方針を遡及適

用した場合の当第２四半期連結累計期間の期首時点の累積的影響額を資本剰余金及び利益剰余金に加減しており

ます。 

 この結果、当第２四半期連結累計期間の期首において、のれん1,812千円及び資本剰余金388,801千円が減少

し、利益剰余金が386,988千円増加しております。また、当第２四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微で

あります。 

  
退職給付に関する会計基準等 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付

見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を割引率決定の基礎となる

債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数とする方法から退職給付の支払見込期間及び支払

見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。退職給付会計基準等

の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第２四半期連結累計期間の期

首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しております。 

 この結果、当第２四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債及び利益剰余金に与える影響並びに当第２

四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。 
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(四半期連結貸借対照表関係) 

１※１  その他のたな卸資産の内訳 

  

２ 偶発債務 

(債務保証) 

下記の会社等の借入債務等に対し保証を行っております。 

  

  

(四半期連結損益計算書関係) 

１※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。 

  

２ 売上高の季節的変動 

前第２四半期連結累計期間（自  平成25年４月１日 至  平成25年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自  

平成26年４月１日 至  平成26年９月30日） 

当社グループの売上高は、納品が年度末に集中する官公需の特殊性により第４四半期連結会計期間に完成する業

務の割合が大きいため、第１、第２、第３四半期連結会計期間に比べ第４四半期連結会計期間の売上高が増加する

傾向にあり、それに伴い業績にも季節変動があります。 

  

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

  

 

  
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成26年９月30日) 

商品 112,262千円 89,708千円 

貯蔵品 77,589  88,657  

計 189,851  178,366  
 

  
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成26年９月30日) 

個人住宅ローン等 155,389千円 146,595千円 

Geotech Consulting Ltd 122,527 120,122 

計 277,917 266,718 
 

  
前第２四半期連結累計期間 
(自  平成25年４月１日 
至  平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自  平成26年４月１日 
至  平成26年９月30日) 

従業員給与手当及び賞与 2,282,510千円 2,223,311千円 

貸倒引当金繰入額 △40,715  △ 41,549  

賞与引当金繰入額 323,915  353,162  

退職給付費用 160,586  190,677  
 

  
前第２四半期連結累計期間 
(自  平成25年４月１日 
至  平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自  平成26年４月１日 
至  平成26年９月30日) 

現金及び預金勘定 7,121,295千円 5,964,894千円 

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金 

△131,070 △133,275 

現金及び現金同等物 6,990,224 5,831,619 
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(株主資本等関係) 

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日) 

１ 配当金支払額 

(注) 連結子会社が所有する自己株式（当社株式）にかかる配当金は控除しております。なお、控除前の金額は

579,141千円であります。 

  

２ 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの 

該当事項はありません。 

  

３ 株主資本の金額の著しい変動 

剰余金の配当については、上記「１ 配当金支払額」に記載しております。なお、この他に該当事項はありませ

ん。 

  

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日) 

１ 配当金支払額 

(注) 連結子会社が所有する自己株式（当社株式）にかかる配当金は控除しております。なお、控除前の金額は

651,151千円であります。 

  

２ 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの 

該当事項はありません。 

  

３ 株主資本の金額の著しい変動 

剰余金の配当については、上記「１ 配当金支払額」に記載しております。なお、この他に該当事項はありませ

ん。 

  

  

 

(決議) 
株式の 
種類 

配当金の 
総額 

１株当たり 
配当額 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成25年６月21日 
定時株主総会 

普通株式 578,181千円 8.0円 平成25年３月31日 平成25年６月24日 利益剰余金 
 

(決議) 
株式の 
種類 

配当金の 
総額 

１株当たり 
配当額 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成26年６月24日 
定時株主総会 

普通株式 650,071千円 9.0円 平成26年３月31日 平成26年６月25日 利益剰余金 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ  前第２四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年９月30日) 

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注) １ セグメント利益又は損失（△）の調整額△1,408,518千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用

等です。全社費用等は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び研究開発費です。 

２ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

２ 報告セグメントごとの資産に関する情報 

前連結会計年度の末日に比して、当第２四半期連結会計期間の国内セグメントの金額が著しく変動しております。

その主な理由は、「第２ 事業の状況」に記載のとおり、国内セグメントの主要顧客が官公庁であることから納品およ

び収益計上が３月末に集中し、その債権の多くが第１四半期に回収されることから「受取手形及び売掛金」が

9,159,505千円減少したことによります。 

  

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自  平成26年４月１日  至  平成26年９月30日) 

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注) １ セグメント利益又は損失（△）の調整額△1,440,190千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用

等です。全社費用等は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び研究開発費です。 

２ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

２ 報告セグメントごとの資産に関する情報 

前連結会計年度の末日に比して、当第２四半期連結会計期間の国内セグメントの金額が著しく変動しております。

その主な理由は、「第２ 事業の状況」に記載のとおり、国内セグメントの主要顧客が官公庁であることから納品およ

び収益計上が３月末に集中し、その債権の多くが第１四半期に回収されることから「受取手形及び売掛金」が

11,595,957千円減少したことによります。 

  

        (単位：千円) 

  
報告セグメント 調整額 

（注１） 

四半期連結損益
計算書計上額 
（注２） 国内 海外 計 

売上高           

  外部顧客への売上高 20,719,059 2,721,435 23,440,494 ─ 23,440,494 

  セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 

─ 282,951 282,951 △282,951 ─ 

計 20,719,059 3,004,387 23,723,446 △282,951 23,440,494 

セグメント利益又は損失 (△) 2,250,499 △206,437 2,044,062 △1,408,518 635,544 
 

        (単位：千円) 

  
報告セグメント 調整額 

（注１） 

四半期連結損益
計算書計上額 
（注２） 国内 海外 計 

売上高           

  外部顧客への売上高 21,135,355 2,387,626 23,522,981 ─ 23,522,981 

  セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 

─ 244,667 244,667 △244,667 ─ 

計 21,135,355 2,632,293 23,767,649 △244,667 23,522,981 

セグメント利益又は損失 (△) 2,122,453 △449,298 1,673,154 △1,440,190 232,964 
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３ 報告セグメントの変更等に関する情報 

企業結合に関する会計基準等の適用 

会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より支配が継続している場合の子会社に対する当社

の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用とし

て計上する方法に変更しております。 

 当該変更による当第２四半期連結累計期間の各セグメントの損益に与える影響は軽微であります。 

  

退職給付に関する会計基準等の適用 

会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より退職給付債務及び勤務費用の計算方法を変更し

たことに伴い、事業セグメントの退職給付債務及び勤務費用の計算方法を同様に変更しております。 

 当該変更による当第２四半期連結累計期間の各セグメントの損益に与える影響は軽微であります。 

  
  

(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につきましては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

  

２ 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  

 

項目 
前第２四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日 
至  平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間
(自  平成26年４月１日 
至  平成26年９月30日) 

１株当たり四半期純利益金額 3円33銭 0円05銭 

(算定上の基礎)     

四半期純利益金額(千円) 240,509 3,619 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 240,509 3,619 

普通株式の期中平均株式数(千株) 72,264 72,222 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 

― 22 ―



独立監査人の四半期レビュー報告書 
  

平成28年９月15日

株式会社パスコ 

取締役会 御中 

  

有限責任 あずさ監査法人 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社パスコ

の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成26年７月１日から平成

26年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る訂正後の四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結

キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社パスコ及び連結子会社の平成26年９月30日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

その他の事項 

四半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は、四半期連結財務諸表を訂正している。な

お、当監査法人は、訂正前の四半期連結財務諸表に対して平成26年11月14日に四半期レビュー報告書を提出した。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士    花 岡 克 典  ㊞ 

 

指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士    寺  田  裕  ㊞ 

 

  

※１ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。 

 ２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
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